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(1) 標準化分野を構成する

サブテーマ 

(2) 標準化に関係する

国内団体等 

(3) 国内外の標準化動向等 (4)目標達成に向けた対応方針 

ネットワークソフト化マネジメント層 (物理的なネットワークの資源を仮想的に複数の別々のネットワークとして使用したり、複数の物理的なネットワークの資源を仮想的に統合した一つ

のネットワークとして使用することができるような柔軟なネットワーク利用の仕組みを提供する層) 

④ネットワークにおけるあ

らゆる資源を仮想化し、高

信頼なクラウドサービスや

モバイルサービスなどのた

めに、複数の多様なネット

ワークを独立に収容し柔軟

に 運 用 す る た め の 技 術

(ネットワークソフト化技術) 

• TTC クラウドコン

ピューティングアドバイ

ザリーグループ 

• TTC NGN&FN(Future 

Networks)専門委員会 

• 5G推進フォーラム  

• ITU-Tでは、SG13において、Y.3300でネットワーク仮想化の要件やアーキテク

チャを議論。Y.3001、Y.3011、Y.3012及びY.3015で、ネットワーク仮想化のフ

レームワーク（定義・問題・チャレンジ等）や、スライス技術の要件等を定義。

また、FG IMT-2020において、ネットワーク仮想化について5GMF等を中心に

議論しており、Phase1 ではギャップ分析について議論したが、Phase2では

ネットワークソフト化、スライス技術（特にFH/BHスライス化）について議論を

開始。 

• ETSI ISG NFVでは、ネットワーク仮想化におけるインターフェイスやアーキテ

クチャの議論が進行中。 

• 3GPPでは、仮想化されたモバイルネットワークによる管理手法の議論を開始

し、3GPP SA2においてはネットワークスライスの議論開始（2016/9月完了を

目標）。 

• IETFではSDNアプローチによる仮想ネットワークの制御・管理を議論中。 

• TM Forumでは、ETSI ISG NFVのMANO、REL等の検討を参照しながらEnd-

to-end の仮想化マネジメントの検討をZOOMプロジェクトを中心に開始。 

• ITU-T FG IMT-2020で5Gネットワークの

アーキテクチャ等のネットワーク仮想化の

議論を5GMF等を中心に我が国主導で進

め、2018年を目処にITU-Tにおいて勧告

化を目指す。また、並行して、3GPP や

IETF等の関連標準化団体へ提案していく。 

 

⑤膨大な数のヒト、モノ、デ

バイスをつなぐスマートな

サービスを実現するネット

ワークサービス基盤技術

(IoT、M2M、ビッグデータ、

スマートグリッド関連技術

などと関連)(超大規模情報

流通技術) 

• TTC スマートコミュニ

ケーションアドバイザ

リーグループ 

• TTC oneM2M専門委員

会 

• TTC 次世代ホーム

ネットワークシステム

専門委員会 

• IoT推進コンソーシアム 

• Wi-FILS推進協議会 

• oneM2Mでは、M2M/IoTデータを効率的に流通させる方式の議論を進めてお

り、フォーラム系との相互接続にも注力している。 

• 3GPPでは、MTC（Machine Type Communication）向けのデバイスIDの扱いの

定義やネットワーク処理の最適化を議論中。 

• ITU-Tでは、IoT関連で複数のSGに分かれていたが、SG20が設立し、議論を

集約化。IoTとスマートシティ・スマートコミュニティを含むそのアプリケーション

について議論中。 

• ISO/IECでは、IoT関連でJTC1 WG10を設立し、IoTの参照アーキテクチャを中

心に検討中。 

• W3Cでは、多様なデバイスをネットワークに接続するIoTをWeb技術で実現す

るデータモデル、通信方式の標準化を進めている（Web of Things）。様々な領

域のデバイスがWebインタフェースで接続可能になる予定。 

• IEEEでは、IoTデバイスが多数接続される近距離無線（Wi-Fi、Bluetooth等）に

おける運用管理を議論中であり、5Gとの連携を見据えた規格（802.1CF )や高

速認証接続(Wi-FILS)を行う規格(802.11ai)を標準化中。 

• oneM2M、3GPP、ITU-T、ISO/IECの当該

技術に関する標準化委員会で標準化提

案を推進するとともに、国内委員会

（TTC）において、日本の技術基準、運営

形態の議論、制度化を行う。 

⑥ネットワークやユーザの

状況に応じ柔軟かつ適切

にセキュリティを確保する

技術(セキュリティ・プライバ

シー技術) 

• TTCセキュリティ専門

委員会 

• CRYPTREC(リストガイ

ドWG) 

• ITU-T SG17の勧告X.sdnsec-1,2にて、安全性とユーザのプライバシー等の議

論や、アクセス制御（ユーザ識別、認証）に関する議論を開始。 

• 3GPPでは、 SA3にてセキュリティに関する議論を進行中。 

• ITU-Tや３GPPにおいて、セキュリティの

要件定義やアーキテクチャ等の検討を進

める。 

物理ネットワーク層(物理的な電気信号や光信号を伝送するための仕組みを提供する層) 

⑦光技術・電子処理技術を

用いたパケットサービスの

高速化・省エネ化・機能効

率化や、光ファイバ網の伝

送容量限界を克服、さらに、

将来の光アクセスを実現す

るための技術(光ネットワー

ク技術) 

• 超高速フォトニックネッ

トワーク開発推進協議

会 

• TTC光ファイバ伝送専

門委員会＆情報転送

専門委員会 

• 光協会(IEC国内委員

会及びJIS) 

• IEICE EXAT研究会 

• TTC  情報転送専門委

員会光アクセス網サブ

ワーキンググループ 

• ITU-T SG15ではB100G OTNを2017年に標準化予定。 

• ITU-T SG13では、ITU-T Y.3001、Y.3021として、ネットワークの省電力化の議

論を開始。 

• ITU-T SG15 では、NG-PON2 (下り40Gbps) が2015.10に勧告化（G.989.3）、今

後は、WDM PtPなどの仕様策定。 

• ITU-T SG15では、RoFの補助文書であるG.sup55が2015.7に策定。今後もRoF

標準化議論。ITU-T SG13ではMFH/MBHに関する標準化議論がFG IMT-

2020として開始。 

• IEEEでは、光伝送技術として、変調技術や空間多重技術、波長多重技術の議

論が進行中。Extended EPONが2013年承認、10Gbps超光アクセスの議論が

NG-EPONとしてスタートした。400Gbpsイーサネットが2017年に標準化予定。 

• OIFでは、光100G, 400Gbps伝送やTransport SDNについての議論が進行中。 

・2017年までに1Tbpsの光ネットワーク技術

を開発し、その成果を基にITU-T、IEEE等

へ提案していく。 

・MFH/MBHに資する高速光伝送や、光ア

クセスの寄書をITU-Tに提案していく。 

・WDM PtP寄書をITU-Tに提案していく。 

 

 

 

 

 

 

⑧多くの利用者（ヒト、モノ、

デバイス）で、希少な周波

数資源を共用したり、利用

シーンの応じた最大伝送

速度で接続するための無

線通信技術(無線アクセス

技術) 

• ARIB 高度無線通信

研究委員会 

• ARIB 無線LAN作業班 

• ５GMF 

• 3GPPでは、eMBB(enhanced Mobile. BroadBand)、mMTC(Massive Machine-

Type Communications)、URLLC(Ultra-Reliable Low Latency Communication)

を実現する次世代移動通信システムの標準化が進行中。次世代移動通信シ

ステムの無線インタフェースをITU-RのIMT-2020として提案する予定。その対

処について、ARIB高度無線通信委員会の2020 and Beyond Ad Hoc（20BAH） 

グループを中心に、3GPP参加メンバの検討促進に向けた議論を実施。 

• ITU-R SG5では、IMT-2020システムの無線インタフェースに関する要求条件、

評価手法など、無線インタフェースの提案募集を2017年に開始し、無線インタ

フェースの詳細標準仕様を2020年に完成する予定。 

• IEEEでは、無線LAN機器が高密度に存在する環境での性能改善を行う規格

802.11ax)や、サブギガヘルツ帯で動作し、カバレッジエリアの拡大／低消費

電力／大量デバイス対応を可能とする規格(802.11ah)の議論が進行中。 

• 3GPPとIEEE802.11の間で、LTEとWi-Fiのキャリアアグリゲーションによって伝

送速度を向上させるLWAおよびLWIPの技術に対するリエゾンが締結(2016年

3月)。 

• 5GMFでは、想定される多様なユースケースの分析と、それらを効率的かつセ

キュアにカバーするため、超柔軟性やヘテロジニアス・ネットワークをキー

ワードとしてシステム要件の整理と構成技術に関する基本検討を実施中。 

・モバイルに関しては、2020年以降の

3GPP eMBB、mMTC及びURLLCを実現す

る次世代移動通信システムの標準化を目

指す。 
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(1) 標準化分野を構

成するサブテーマ 

(2)標準化に関係する

国内団体等 

(3) 国内外の標準化動向等 (4) 目標達成に向けた

対応方針 

①スマートホーム 

②スマートシティ 

<ISO> 
・ISO TC268にてスマートコミュニティのインフラ評価基準に関

する議論を行っている。スマートコミュニティのインフラを評
価する14の指標項目に加え、段階的な成熟度で評価する基

準を国際標準とする。インフラの新設・改修を行う所有者や
改修者のターゲット明確にし、現状のギャップから改善の方
向性を明確にする。現時点で、評価方法に関する技術レ
ポート(ISO/TR 37150)や技術要件(ISO/TS 37151)が整理され
ており、現在具体的な評価項目について策定中である。 
 
<ISO/IEC JTC1> 
・ISO/IEC JTC1において、WG9「Big Data」及びWG10「Internet 
of Things」を2014年11月に設置。また、WG11「Smart Cities」
を2015年9月に設置。 
・ISO/IEC JTC1 WG9では、ISO/IEC20546（ビッグデータの概要
と用語の定義）やISO/IEC20547（ビッグデータの参照アーキ
テクチャ）等を検討。 
・ISO/IEC JTC1 WG10では、IoT リファレンスアーキテクチャを
検討。様々なIoTシステム向けの国際標準を作る際に参照し
てもらうことを目的に、IoTとしての一般的な機能、システム

構成、通信、情報、使用法を概念的に取りまとめたものとな
り、現在、リファレンスアーキテクチャ ドラフト案としてIEC、
ISO、ITU の各技術委員会やIoT関連のデファクト団体へ広く
照会中。 
・ISO/IEC JTC1 WG11では、2016年3月にSmart City ICT 
reference framework等の項目が承認され、議論が開始され
たばかり。 
 
<IEEE> 
・IEEE 802.1CFにて、IEEEで規定される無線・有線のネット
ワークの管理機能に関する規格化を実施中。Wi-Fi等の無

線技術は、安定運用のための機能が不十分であり、通信障
害が発生した時の原因切り分けが十分にできず、このような
問題については、従来はメーカが独自仕様で解決をしてい
るが、今後マルチベンダー環境での相互接続性に問題が生
じるため、参照点を決めてインタフェースの標準化を実現す
る。 
・Wi-Fiの高速認証接続(Wi-FILS)を行う規格がIEEE802.11ai

にて2016年9月までに勧告化予定。当該規格については、
当該規格で規定する以外の周波数帯(900MHz帯など)にも

適用することで、モノが密集する高密度な環境でも、高速認
証可能な近距離無線通信ができるようにする。 
 
<W3C> 

・W3C WoT IGにおいて、アーキテクチャやモノ（Things）の記
述表現、端末発見やセキュリティ・プライバシー等を扱う複
数のタスクフォースが設置され、今後のWorking Group(WG)
設立に向けて、標準化を進めるべき要求条件の抽出と絞り
込みが行われている。IGにおける検討は、シーメンス等の欧
州企業が主導する形で進められているが、我が国からも家
電メーカやITシステムベンダ等が積極的に活動を展開して
いる。 
 
<IETF> 

・IEEEで標準化された低消費電力の無線通信規格
(IEEE802.15.4)で規定されるリンク層の上で、IPv6を稼働させ
るための問題(フレームサイズ長など)を解決する6loWPAN
技術が規格化(RFC4944、RFC6282、RFC6775)。その後、
6loWPAN WGを引き継ぐ形で6lo WGが設立され、6loWPAN
の応用と拡張が行われている。 
 
<諸外国/関連団体の動向> 
・OMA：Webから多種多様なデバイス（プロトコル）を統一的
に制御することを目的に、Got (Generic open terminal)APIを
策定中。 
 
・AllSeen Alliance：2013年12月、オープンソースのLinuxを推
進する非営利団体Linux Foundationが、デバイス、オブジェ

クト及びシステムの間でシームレスな情報共有と協調的か
つインテリジェントな運用を実現できるという概念（Internet 
of Everything）のサポートに必要なレベルの相互運用性を達

成することを目的として設立。家電や各種スマートデバイス
用の相互通信フレームワーク「AllJoyn」によるIoTアプリケー
ションの技術仕様を策定中。 

<ISO> 

・インフラの評価基準に関す
る要件(ISO/TS 37151)は2015

年に勧告化されており、今後
具体的な評価基準を議論中
である(2017年)。 
 
<IEEE> 
・IEEEで規定される通信方式

に関する運用管理アーキテ
クチャと参照点・機能の規定
(2017年)。 

・各通信方式における障害
情報の具体的仕様の策定
(2018年)。 
 
<W3C> 

・我が国産業が持つ技術・ノ
ウハウを活かしつつ、WGで

扱う標準化アイテムに我が
国として必要な要件を反映さ
せる。(2016年) 

・実証を踏まえた戦略的な標
準化提案を行う事で、2018

年度中を目標に国際標準化
を達成する。また、本標準規
格を起点とした新サービス、
新産業の創出を図る。 
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(1) 標準化分野を構

成するサブテーマ 

(2)標準化に関係する

国内団体等 

(3) 国内外の標準化動向等 (4) 目標達成に向けた

対応方針 

①スマートホーム 

②スマートシティ 

・Open Connectivity Foundation：デバイスの相互接続・運用

性の要件について検討し、技術仕様書を公開。また、同コン
ソーシアムの出資により、Linux Foundationとの協業プロジェ
クトとして「IoTivity」を設置し、同仕様書に基づくオープンソー
スを活用したIoT向けの様々なソフトウェアの開発を促進。な
お、2016年2月まではOpen Interconnect Consortiumとして活
動。 
 
<NIST> 
○Global City Teams Challenge (GCTC) 
・2013年12月にスマートシティ構築の官民連携の取り組みと
してSmartAmerica Challengeを発表。その成果を受けて、
2014年8月にGlobal City Teams Challenge(GCTC)の立ち上げ
が発表された。GCTCでは、IoT技術をスマートシティに展開す

ることを目指したプログラムであり、解決したい課題を抱える
自治体、研究開発をする大学、技術の実展開を目指す企業
がチームを組み、参加する形式となっている。 
・2015年に12チームが参加した第１フェーズ（コンセプト・計
画フェーズ）が終了。2015年から2016年を第２フェーズ（運用

準備フェーズ）として米国の大・中都市のほかアムステルダ
ム、ジェノバなど欧州都市も参加する48チームが取り組んで
いる。 
・スマートシティ構築の成果の指標化（KPI）の策定を成果の
一つと捉えている。 
・また、NISTのGCTCには、NPO USIgniteの活動もあり、2015
年にNSFから6百万ドルの研究開発投資が行われている。 
 
○Cyber-Physical Systems（CPS） 
・Cyber Physical Systems Public Working Group（CPS PWG）を
2014年に設置。専門家が集うパブリックフォーラム形式にて
CPSの主な特性を定義し、各分野（スマートマニュファクチャ

リング、交通、エネルギー、ヘルスケア等）におけるシステム
構築に向けたフレームワークの整理を進めている。 
・2015年9月に「Draft Framework for Cyber-Physical Systems」

を公開。パブリックコメントを受付を終了し、精査を進めてい
る(2016年2月現在)。  
 
<LPWA（Low Power Wide Area)通信> 
・欧米では、SigFoxやLoRaといった独自無線技術により、
データ伝送速度が遅くても電池寿命が長く（Low Power）、長
距離通信が可能（Wide Area）な新たなサービスが登場して
いる。 
・携帯電話の技術仕様を検討し標準化を行っている3GPPで
は、携帯電話事業者が既存の3G/LTE技術を応用して、低

ビットレートではあるが、低電力長寿命かつ長距離通信が可
能な「Cat-M、NB-IoT」規格を検討中であり、Release-13として
策定予定。 
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(1) 標準化分野 
を構成する 

  サブテーマ 

(2)標準化に関係

する国内団体等 

(3) 国内外の標準化動向等 (4)目標達成に向けた

対応方針 

②スマートファクト
リー 

・IoT推進コンソーシア
ム 

・NMEMS技術研究機
構 

・eF@ctory Alliance 

・ロボット革命イニシャ
ティブ協議会(RRI) 

・Industrial Value 
Chain Initiative (IVI） 

 

<oneM2M> 
・産業領域におけるM2M/IoTの利用の実現（Industrial Domain 
Enablement）については、工場でのユースケースやその要求条件等
をTR-0018として検討し、リリース2へ盛り込む予定。そのアーキテク
チャ等についてはリリース3へ盛り込む予定。 
・車領域におけるM2M/IoTの利用の実現（Vehicular Domain 
Enablement）については、要求条件等をTR-0026として検討中であり、
リリース3へ盛り込む予定。 

 

<IIC（Industrial Internet Consortium）> 

・2014年3月にOMGの派生団体として設立。GE、Intel、Cisco、AT&T、
IBMが設立メンバー。会員159団体（2015年5月時点） 

産業分野におけるIoTビジネス加速に向けて、オープンな技術に基づ

いた共通アーキテクチャを推進し、エコシステムを形成することが目
的。フレームワークの互換性やオープン性を立証するためのテスト
ベッドを開発し、検証を行うためのワーキンググループの場を提供す
る。 

・4つのWGが活動中。Marketing（IICの広報活動）、Technology（IICの
テクノロジ統括）、Security（セキュリティ検討）、Test beds（テストベッド
統括）。 

・2015年6月にIndustrial Internet参照アーキテクチャ（IIRA）が公開さ
れる。ここでは、ビジネス、技術要件、実現技術、実装パターンの4つ
の観点からアーキテクチャが整理される。IIRAから派生して、セキュリ
ティ、データ管理の参照アーキテクチャについても議論中。 

・テストベッドは会員企業からの提案に基づき、賛同する会員があれ
ば具体的なテストベッド仕様を議論したのちに実施する。既に10を超
えるテストベッドが進行中。 

 

<Industrie 4.0> 

・2011年よりドイツ政府が推進。ドイツの主要企業が参加。 

・生産工程のデジタル化・自動化・バーチャル化のレベルを一層進め
ることにより製造コストを大幅に削減する。IoTを利用して、生産に関

わる全ての対象（人、機械、システム等）をネットワークで結ぶことに
より、リアルタイムに関連データが利用可能となり、それぞれの時点
で最適な工程を導くことができる。 

・5つのWGが活動中。標準化・参照アーキテクチャ、調査研究、セ
キュリティ、法整備、教育・訓練。 

・参照アーキテクチャを検討すると同時に、ユースケースを開発して
実践している。既に400近いユースケースがドキュメント化。 

・2013 年 4 月、ドイツ IT・通信・ニューメディア産業連合会(BITKOM)、
ドイツ機械工業連盟(VDMA)、ドイツ電気・電子工業連盟(ZVEI)の3業
界団体は、Industrie4.0構想の具体化に向けて「インダストリー4.0 プ
ラットフォーム」の事務局を設立。2015年4月、この事務局が中心とな
り、「インダストリー4.0実現戦略」をまとめた。 

 

<RRI(ロボット革命イニシャティブ協議会> 

・2015年5月に設立。約400の企業、団体等が参加。 

・デジタル技術及びネットワーク技術のメリットを活かし、高度なセン
サーや人工知能等を駆使して作業を行うシステムを、新たな「ロボッ
ト」の概念として位置付ける。(1)日本を世界のロボットイノベーション
の拠点とする、(2)世界一のロボット利活用社会を目指し普及を図る、
(3)IoT時代におけるロボット活用ルールや国際標準の獲得が目的。 

 

<IVI(Industrial Value Chain Initiative)> 

・2015年6月に設立。30社以上の企業が製造業の新たな連携を実現
するために設立。 

・ものづくりとICTが融合した新しい社会をデザインし、ものづくりにお

ける競争領域と協調領域を区別しながら、相互につながるための共
通のルールやデータ項目等を策定する。日本版インダストリ4.0に向

け、複数の企業が共同で一つの業務シナリオを作成するプロセスと
そこで得られる標準モデルを決め、実際の工場での実証実験を行う。 

 

<Wi-SUN RLMM(Resource Limited Monitoring and Management)> 

・IoT向けの低消費電力の無線通信規格であるWi-SUNについて、工

場の生産現場に設置するセンサーなど、処理能力や電源に制限が
ある環境での利用を拡大するため、新たなプロファイル「RLMM」を
Wi-SUN AllianceのRLMM WGにて策定中。 

<oneM2M> 
・引き続きoneM2Mを中心

に、我が国から産業領域
における要求条件やアー
キテクチャに関する提案を
行い、我が国にとって有利
となるようにoneM2M仕様
へ我が国発の技術を反映 
する。 
 
<IIC（Industrial Internet 
Consortium）> 

・テストベッドへの積極的
な参加により、IoT実現の
課題を共有し、必要な共
通仕様を決めることが必
要。IICでは参照アーキテ
クチャを作成するが、標準
規格は開発しないため、
関連するデジュール標準
(ITU/IEC/ISO）やフォーラ
ム標準(W3C/IETF）の動向
を見極め、日本として不利
益とならないように対処す
る。 

 













(1) 標準化分野 
を構成する 

  サブテーマ 

(2)標準化に関係

する国内団体等 

(3) 国内外の標準化動向等 (4)目標達成に向けた対

応方針 

【各国の規格・サービス動向】 
・日本においては、世界に先駆けてHTML5を活用した放送通信連携
規格（ハイブリッドキャスト技術仕様Ver.1.0）を2013年3月に策定し、
既にNHK及び民放によるサービスを実施。2014年6月には機能を拡
張したVer.2.0を公開。 

・欧州においては、HTML5を活用した放送通信連携規格である
HbbTV2.0が2015年2月に公開。2016年中のサービス開始を目途に
検討が進められている。また、米国においても、HTML5.0を活用し
たATSC3.0について、2016年中のリリースが予定されている。 

 
【4K・8Kに係る標準化動向】 
（放送映像フォーマット） 
・ITU-Rにおいて、8Ｋ等の品質の映像について放送で送受信する場
合の映像フォーマットに関する標準化が進められ、2012年8月に勧
告化（ITU-R勧告BT.2020）。 

（映像符号化方式） 
・ITU-T・ISO/IECにおいて、新たな映像符号化方式（HEVC）の標準化
が進められ、2013年1月に最終的な規格案を承認、同年4月にITU-
Tにおいて勧告化（ITU-T勧告H.265）。ISO/IECでは、MPEG-H HEVCと
して国際標準化。 

（多重化方式） 
・ISO/IECにおいて、新たな多重化方式（MMT）の標準化も進められ、

2013年11月に最終国際規格案を承認、2014年5月にMPEG-H MMT
として勧告化。また、ITU-Rにおいて、2014 年11 月にMMTを用いた
放送システムに関する勧告草案が提案され、2015 年6月にBT.2074 
として勧告化。 

（HDR） 
・ITU-Rにおいて、表現可能な輝度の範囲を拡大する高ダイナミックレ
ンジ技術（HDR）について検討が進められ、2016年2月に勧告案
（ITU-R Rec.BT.[HDR-TV]）が策定。現在同年7月の勧告化に向けて
作業が進められている。 

③縦書きテキスト       
レイアウト 

・次世代Webブラウザ  
  のテキストレイアウト 
  に関する検討会 
 
・JBPA 
（日本書籍出版協会） 
 
・JAGAT 
（日本印刷技術協会） 
 
・AEBS 

（電子出版制作・流通
協議会） 
 
・EBPAJ 

（日本電子書籍出版
社協会） 
 
・JEPA 
（日本電子出版協会） 
 
・eBP  

（電子書籍を考える出
版社の会） 

【国内外の標準化動向】 
・日本において次世代Webブラウザのテキストレイアウトに関する検
討会を2010年11月に立上げ、W3C CSS(Cascading Style Sheets） WG
における標準化活動を推進。 

・2011年10月、IDPF策定の電子書籍フォーマット「EPUB3.0」にCSS3の
一部が参照され、EPUB3.0が縦書き等の日本語特有の表現に対応。 

・2013年～2014年、W3C CSS WGにおける標準化活動の結果、縦書
き関連主要仕様であるWriting Modes、および関連する仕様の一部

が勧告候補化。また、我が国からのテスト・実装への貢献の結果、
漢字等にルビを振る機能（Ruby）がHTML5.0に盛り込まれる形で勧
告化。 

・2015年12月、縦書き主要仕様であるWriting Modesが二回目の勧
告候補化。早期勧告化を目指し標準化を推進。 

【実装状況等】 
・W3Cにおける標準化議論に対応する形で、各ブラウザの縦書きテ
キストレイアウトへの対応が進展。2015年9月のFirefox41による縦
書き対応により、主要ブラウザ（Firefox, Chrome, IE, Safari）全てで縦
書きが実現可能になった。 

・IDPFにおいて、2016年10月の勧告化を目処に、EPUBの次期規格と
なる「EPUB3.1」の策定が進行中。その作業方針では、W3C標準へ
の親和性向上や、W3C DPUB IGとの共同作業も計画されており、よ
りWebブラウザの実装を意識した改定が行われる見込み。 

・縦書きレイアウトに関する主
要仕様であるWriting Modes
について、2016年中の勧告

化を目指し標準化を推進す
る。 

・Writing Modes以外の日本

語組版関連要素について、
CSS WGの検討状況や、CSS

の開発者による拡張をより
容易にするためのAPI仕様
Houdini等、関連する標準化
動向の調査を実施する。 

・電子書籍を含めた様々な分
野において、より多様な日
本語表現の実現を可能とす
るため、IDPFの標準化状況
とも連携し、W3C DPUB IG等

に対して国内要望の反映活
動を推進する。 
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２．情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会 構成員名簿 

（敬称略） 

氏    名 主 要 現 職 

主 査 

委 員 
相 田 仁 東京大学大学院 工学系研究科 教授 

主査代理 

委 員 
森 川  博 之 東京大学 先端科学技術研究センター 教授 

委 員 水 嶋  繁 光 シャープ(株) 前会長 

〃 近 藤  則 子 老テク研究会 事務局長 

専門委員 飯 塚  留 美 
(一財)マルチメディア振興センター 電波利用調査部 研究主幹 
（平成 28年 1月 20 日から） 

〃 伊 丹  俊 八 国立研究開発法人情報通信研究機構 理事 

〃 内 田  義 昭 ＫＤＤＩ(株) 取締役執行役員常務 技術統括本部長 

〃 江 村  克 己 日本電気(株)  執行役員常務 兼 CTO 

〃 大 島 ま り 東京大学大学院 教授 

〃 岡 秀 幸 パナソニック(株) AVC ネットワークス社 常務・CTO 

〃 沖 理 子 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 第一宇宙技術部門 
地球観測研究センター 研究領域リーダー 

〃 片 山  泰 祥 （一社）情報通信ネットワーク産業協会 専務理事 

〃 黒 田  徹 日本放送協会 放送技術研究所 所長（平成 28 年 5月 16 日から） 

〃 黒 田  道 子 東京工科大学 名誉教授 

〃 酒 井  善 則 東京工業大学名誉教授、放送大学特任教授 

〃 佐 々 木  繁 (株)富士通研究所 代表取締役社長 

〃 篠 原  弘 道 日本電信電話(株) 代表取締役副社長 研究企画部門長 

〃 角 南  篤 政策研究大学院大学 副学長・教授 

〃 浜 田  泰 人 日本放送協会 理事・技師長（平成 28 年 5月 16 日まで） 

〃 平 田  康 夫 (株)国際電気通信基礎技術研究所 代表取締役社長 

〃 松 井  房 樹 (一社) 電波産業会 専務理事 

〃 三 谷  政 昭 東京電機大学 工学部 情報通信工学科 教授 

〃 宮 崎  早 苗 (株)ＮＴＴデータ  第一公共事業本部 課長 

オブザーバー 布施田 英生 内閣府 政策統括官（科学技術・イノベーション担当）付参事官 

〃 榎 本 剛 文部科学省研究振興局 参事官（情報担当） 

〃 岡 田   武 経済産業省産業技術環境局 研究開発課長 
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３．情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会 先端技術ＷＧ構成員名簿 

（敬称略） 

氏    名 主 要 現 職 

主 任 森 川  博 之 東京大学先端科学技術研究センター 教授 

主任代理 下 條  真 司 大阪大学 サイバーメディアセンター 教授 

 伊 勢 村 浩司 ヤンマー（株） アグリ事業本部 開発統括部 農業研究センター 部長 

 宇 佐 見 正士 KDDI（株） 理事 技術開発本部長 

 栄 藤  稔 （株）ＮＴＴドコモ 執行役員イノベーション統括部長 

 加 藤  次 雄 
（株）富士通研究所 取締役 デジタルサービス部門副担当 
兼ネットワークシステム研究所長 

 川 西  素 春 
沖電気工業（株） 通信システム事業本部 スマートコミュニケーション事業部 
マーケティング部 シニアスペシャリスト 

 葛 巻  清 吾 
トヨタ自動車（株） 製品企画本部 安全技術主査 
（内閣府 SIP（自動走行システム）PD） 

 桑 津 浩 太郎 （株）野村総合研究所 ICT・メディア産業コンサルティング部長 

 桑 原  英 治 綜合警備保障（株） 執行役員 商品サービス企画部長 

 阪 本  実 雄 シャープ（株） CE カンパニー クラウドサービス推進センター 所長 

 佐 藤  孝 平 （一社）電波産業会 常務理事 

 柴 田  浩 和 三菱重工業（株） ICT ソリューション本部 ICT 企画部 主席部員 

 下 西  英 之 日本電気（株） クラウドシステム研究所 研究部長 

 白 𡈽  良 太 
日産自動車（株） 総合研究所 モビリティ・サービス研究所 主任研究員 
（内閣府 SIP-adus 構成員（走行環境のモデル化（Dynamic Map）） 

 菅 野  重 樹 早稲田大学 理工学術院 創造理工学部 総合機械工学科 教授 

 曽 根 原  登 国立情報学研究所 情報社会相関研究系 教授 

 高 野  史 好 （株）小松製作所 CTO室 技術イノベーション企画グループ 主幹 

 田 中  裕 之 
日本電信電話（株） 未来ねっと研究所 ユビキタスサービスシステム研究部 
グループリーダー 

 丹  康 雄 
北陸先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 
セキュリティ・ネットワーク領域長 高信頼組込みシステム教育研究センター長 

 中 村  秀 治 （株）三菱総合研究所 政策・公共部門 副部門長 

 南 條  健 
（株）日立製作所 情報・通信システムグループ 情報・通信システム社 
通信ネットワーク事業部 事業部長付 

 萩 田  紀 博 （株）国際電気通信基礎技術研究所 知能ロボティクス研究所長 

 本 間  義 康 パナソニック（株） 生産技術本部 ロボティクス推進室長 

 前 田  洋 一 （一社）情報通信技術委員会（TTC） 専務理事 

 森 下  浩 行 YRP 研究開発推進協会 事務局長 

 森 田  温 三菱電機（株） e-F@ctory 戦略プロジェクトグループ 主席技管 

 矢 野  博 之 （国研）情報通信研究機構 経営企画部長 
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４．情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会 ＡＩ・脳研究ＷＧ構成員名簿 

（敬称略） 

氏    名 主 要 現 職 

主任 柳 田  敏 雄 

国立研究開発法人 情報通信研究機構 脳情報通信融合研究センター(CiNet) 
センター長 
国立研究開発法人 理化学研究所 生命システム研究センター センター長 
大阪大学大学院 生命機能研究科 特任教授 

 麻 生  英 樹 
国立研究開発法人 産業技術総合研究所 情報・人間工学領域 
人工知能研究センター  副研究センター長 

 石 山  洸 （株）リクルートホールディングス RIT 推進室長 

 上 田  修 功 
日本電信電話（株） NTT コミュニケーション科学基礎研究所  
上田特別研究室長（NTT フェロー） 機械学習・データ科学センタ代表 

 宇佐見 正士 KDDI（株） 技術統括本部 技術開発本部長・理事 

 栄 藤  稔 （株）NTT ドコモ 執行役員イノベーション統括部長 

 大 岩  和 弘 
国立研究開発法人 情報通信研究機構 NICT フェロー・未来 ICT研究所  
主管研究員 

 岡 田  真 人 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授 

 加 納  敏 行 日本電気（株） 中央研究所 主席技術主幹 

 亀 山  渉 早稲田大学 基幹理工学部 情報通信学科 教授 

 川 人  光 男 （株）国際電気通信基礎技術研究所 脳情報研究所長 

 北 澤  茂 大阪大学大学院 生命機能研究科 教授 

 喜 連 川  優 大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 国立情報学研究所 所長 

 杉 山  将 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授 

 鳥澤 健太郎 
国立研究開発法人 情報通信研究機構 ユニバーサルコミュニケーション 
研究所 データ 駆動知能システム研究センター センター長 

 中 村  哲 奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 教授 

 原  裕 貴 （株）富士通研究所 取締役 

 春 野  雅 彦 
国立研究開発法人 情報通信研究機構 脳情報通信融合研究センター(CiNet) 
脳情報通信融合研究室 主任研究員 

 前 田  英 作 日本電信電話（株） NTT コミュニケーション科学基礎研究所 所長 

 松 尾  豊 東京大学大学院 工学系研究科 准教授 

 松本 洋一郎 国立研究開発法人 理化学研究所 理事 

 八 木  康 史 大阪大学 理事・副学長 

 矢 野  和 男 （株）日立製作所 研究開発グループ 技師長 

 山 川  宏 （株）ドワンゴ 人工知能研究所 所長 

 山 川  義 徳 
国立研究開発法人 科学技術振興機構 革新的研究開発プログラ（ImPACT）  
プログラム・マネージャー 

 山 﨑  匡 電気通信大学大学院 情報理工学研究科 助教 

 

オブザーバー 榎 本  剛 文部科学省 研究振興局 参事官（情報担当） 

〃 岡 田  武 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課長 
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５．標準化戦略マップ検討アドホックグループ 構成員名簿 

（敬称略） 

氏    名 主 要 現 職 

 阿久津 明人 日本電信電話株式会社 サービスエボリューション研究所 主席研究員 

 岩 井  孝 法 日本電気株式会社 システムプラットフォーム研究所 マネージャー 

 大 隅  慶 明 パナソニック株式会社 全社ＣＴＯ室 技術渉外部 標準化推進課長 

 原 井  洋 明 
国立研究開発法人情報通信研究機構 ネットワークシステム研究所 
ネットワーク基盤研究室長 

 平 林  立 彦 株式会社ＫＤＤＩ総研 主席研究員 

 松 倉  隆 一 
株式会社富士通研究所 ネットワークシステム研究所  
フロントネットワーク運用管理プロジェクト 主管研究員 

 山 崎  徳 和 
ＫＤＤＩ株式会社 技術開発本部 標準化推進室 標準戦略グループ  
マネージャー 

 山 本  真 日本放送協会 放送技術研究所 研究主幹 

 

アドバイザー 佐 藤  拓 朗 
早稲田大学 理工学術院 基幹理工学部 情報通信学科/情報理工・ 
情報通信専攻 教授 

〃 丹  康 雄 
北陸先端科学技術大学院大学 先端科学技術研究科  
セキュリティ・ネットワーク領域長/高信頼組込みシステム教育研究センター長 

〃 中 尾  彰 宏 東京大学大学院 情報学環 教授 

〃 中 村  修 慶應義塾大学 環境情報学部 教授 
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６．開催経緯   
 

平成２６年１２月１８日 第３３回総会にて諮問 

平成２７年 １月２１日 第１０６回情報通信技術分科会にて技術戦略委員会を設置 

 
■技術戦略委員会 

平成２７年１２月１６日 第７回 

（１）IoT・AI 等の先端技術分野における検討について 
（２）IoT 時代における標準化戦略 

 

平成２８年２月１６日 第８回 
（１）ＷＧにおける検討事項等について 
（２）人材育成、国際標準化の推進方策について 
 

 

平成２８年３月１８日 第９回 

（１）IoT 時代に日本の情報通信産業をどう方向付けるのか 
（２）自動車産業のデジタル化、WoT/IoT 技術への取組 
 

平成２８年４月１９日 第１０回 
（１）構成員等からのプレゼンテーション等 
（２）ＷＧにおける検討事項等について 
（３）これまでの議論のとりまとめ 

 

平成２８年４月２６日 第１１７回情報通信技術分科会にて検討状況の報告 

 
平成２８年６月１３日 第１１回 

（１）第２次中間報告書（案）について 
 
平成２８年６月２７日・６月２８日（第１２回）（メール審議） 

（１）第２次中間報告書（案）について 
 

平成２８年６月３０日 第１１９回情報通信技術分科会にて第２次中間報告書（案）
の報告 

 
■技術戦略委員会 先端技術ＷＧ 

平成２８年１月２９日 第１回 

（１）先端技術ＷＧの設置及び検討項目について 
（２）構成員等からのプレゼンテーション 
（３）意見交換 

 
平成２８年２月２３日 第２回 

（１）構成員等からのプレゼンテーション 
（２）意見交換 
 

平成２８年３月８日 第３回 

（１）構成員等からのプレゼンテーション 
（２）意見交換 

 

平成２８年４月７日 第４回 
（１）構成員等からのプレゼンテーション 
（２）先端ＷＧの検討状況について 
（３）意見交換 
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平成２８年４月２２日 第５回 

（１）構成員等からのプレゼンテーション 
（２）意見交換 

 

平成２８年５月２７日 第６回 

（１）構成員等からのプレゼンテーション 
（２）先端技術ＷＧ報告書（案） 

 

■技術戦略委員会 ＡＩ・脳研究ＷＧ 
平成２８年１月２９日 第１回 

（１）AI・脳研究 WG の設置及び進め方について 
（２）構成員等からのプレゼンテーション 
（３）総務省における AI・脳研究に関する取組について 
（４）AI・脳研究 WG の検討について 
（５）意見交換 

 

平成２８年２月１７日 第２回 

（１）構成員等からのプレゼンテーション（AI の利活用と課題、脳科学の
現状と課題等） 

（２）意見交換 
 

平成２８年２月２６日 第３回 

（１）構成員等からのプレゼンテーション（AI の利活用と課題、脳科学の
現状と課題等） 

（２）意見交換 
 

平成２８年３月２４日 第４回 
（１）構成員等からのプレゼンテーション（人材育成、社会実装への手順等） 
（２）意見交換及び論点整理 
 

平成２８年４月１５日 第５回 

（１）構成員等からのプレゼンテーション（脳の最先端科学） 
（２）意見交換及び論点整理 

 

平成２８年５月１８日 第６回 

（１）構成員等からのプレゼンテーション（脳の最先端科学、ＡＩの社会実
装、ＡＩが社会にもたらす影響） 

（２）ＡＩ・脳研究ＷＧ報告書（素案）について 
（３）意見交換 

 

平成２８年５月３０日 第７回 

（１）ＡＩ・脳研究ＷＧ報告書（案）について 
（２）意見交換 

 

■標準化戦略マップ検討アドホックグループ 
平成２８年１月２１日 第１回 

（１）IoT 時代における標準化戦略マップの検討について 
（２）意見交換 

 

平成２８年４月８日 第２回 

（１）IoT 時代における標準化戦略マップの検討について 
（２）意見交換 




